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アメリカ合衆国における「宗教活動の自由J
“Free Exercise of Religion" in the United States 
はじめに
合衆国憲法修正 1条「宗教活動の自由条項













































































































































































































































































































また、 BobJones University v. United 
States事件35~こおいても、宗教活動の自由に優
越する「やむにやまれぬ利益Jが認定されてい
る。 InternalRevenue Code of 1954のSection
501(c)(3)は、「宗教、慈善、教育のための法人Jに
対しては法人税を免除する旨を規定する。 1970










そこで、内国歳入局は「慈善 (common-la w st 

































































して「敬譲的審査」を行っている O ω同様に、 O








































































































さらに、連邦最高裁は、 LukumiBabalu Aye 




































































権利の『執行 (toenf orce) jとは、『予防的
(preventive) jあるいは 『矯正的 (remedial)j 
なものを意味するのであり、憲法上の権利の内容




















いられるEmploymentDiv. Dept. of Human 













ル」から、 Sherbert v. Verner事件判決の「や
むにやまれぬ利益テストjへと宗教的行為への









































1 U.S.Cons七.1 st. Amendmenti連邦議会は…宗教
活動の自由を禁じるような法律を制定してはならない。」
2 Abington School District v. Schempp， 374 U.S. 
203，222-23 (1963) . 
3 Braunfeld v. Brown， 366 U.S. 599， 607 (1961). 
4 Sherbert v. Verner， 374 U.S. 398，.402 (1963) 











7 Everson v. Board of Education， 330 
U.S.1， 15 (1947)では、すべての宗教に対する優遇









McConnell， The Origins and Historical 
Understanding of Free Exercise of Religion， 103 
Harv. L. Rev. 1410 (1990).反対に、宗教活動であ
るいうだけでそのような免除を認めることは非宗
教的信念よりも宗教的信念に優越性を認めることに
なるという批判として TheCase Against the 
Constitutionally Compelled Free Exercise 
Exemption， 40 Case W. Res. L. Rev. 357 (1989-
90) . 










































Davis v. Beason，l33 U.S.333 (1890) Mormon 
Church v. United States， 136 U.S.1 (1890)その結
果、モルモン教は多妻婚の教義を放棄することに
なった。
16 Jacobson v. Massachusetts， 197 U.S. 11 (1905) 
(ワクチンの強制接種)， Prince v. Massach usetts 
321 U.S. 158 (1944) (児童労働); Cleveland v. 
United States， 329 U.S. 14 (1946) (一夫多妻制). 
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32 455 U.S. 252 (1982) . 
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34 26 U.S.C.1402 (g) 納税も社会保障等の受給も
拒否する「認知された宗教団体 (recognized




35 461 U.S. 574 (1983) . 
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37 485 U.S. 439 (1988) . 
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る条項を制定した。 Pub.L. 100-180， Sec. 508 (a) 
(2) ，101 Stat. 1086 (1987) ; 10 U.S.C. Sec. 774. 
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56 Alabama: Arizona: Connecticut: Florida: 
Idaho: Illinois: New Mexico Rhode Island: South 
Carolina; Texasなどの各州でもRFRA同様の法律
を定めている。




を課すことはできない。 EmploymentDivision v. 
Smith， 494 U.S. 872 (1990)において、最高裁は
厳格テストを放棄したが、宗教の自由と政府利益
の聞のバランスを測るテストとして向テストはま
だ有効である。本法の目的は Sherbertv. Verner 
374 U.S. 398 (1963) およびWisconsinv. Yoder， 









Sec 5 (2000b b-2) Iここにいう政府とは連邦、州、
あるいは州の行政区画のおけるすべての機関を意
味する。J
Sec 6 (2000bb-3) I連邦法、州法に適用される。j
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